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令和７年６月 

鹿児島市こども未来局 

保育幼稚園課 

 

余裕活用型乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）実施事業者の 

認可手続き等について 

 

１ 趣旨 

鹿児島市では、０歳６か月から満３歳未満で保育所、認定こども園、地域型保育事業、企業

主導型保育事業を利用していないこどもを対象に、保護者の就労要件等を問わず月１０時間を

上限に利用できる「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）」を、令和７年度より実施

することとしております。 

今回、当事業の実施を希望する事業者向けに、認可申請の手続きや事業運営内容等について

お知らせします。 

 

２ 事業概要 

「余裕活用型乳児等通園支援事業」とは、保育所、認定こども園、小規模保育事業所Ａ型

（以下、「保育所等」と言います。）において、保育所等を利用する児童の数がその施設又は

事業に係る利用定員の総数に満たない場合において、定員の枠を活用して受入れを行う乳児等

通園支援事業です。 

(1) 乳児等通園支援事業の事業類型 

区分 保育所等 その他の施設※  

余裕活用型乳児等

通園支援事業 

○ 

実施できます 

× 

実施できません 

 

一般型乳児等 

通園支援事業 

○ 

実施できます 

○ 

実施できます 

別に公表する「一般型乳児

等通園支援事業（こども誰

でも通園制度）実施事業者

の認可手続き等について」

をご覧ください。 

※ 「その他の施設」とは、幼稚園、地域子育て支援拠点、企業主導型保育施設、認可外保

育施設、児童発達支援事業等を指します。 

(2) 事業実施における財政支援 

令和７年度は「地域子ども・子育て支援事業」における補助事業として実施します。詳細

は「乳児等通園支援事業補助金交付要綱」をご確認ください。 

また、令和８年度以降は乳児等のための支援給付として給付制度となることが示されてお

り、現在、国が検討を進めているところです。詳細が分かり次第、ご案内します。 
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(3) 定員 

余裕活用型乳児等通園支援事業では定員を設定せず、保育所等の利用定員や設備、職員配

置等の空きに応じて受入れが可能です。 

 (4) 事業を実施する日時 

下記各事項を遵守した上で、各施設において設定してください。 

ア 実施日は、利用者が定期利用（利用する施設と曜日・時間を固定した利用形態。以下同

じ。）できるよう、曜日を固定すること。 

イ 実施時間帯は、定期利用で１か月に１０時間利用できるように設定すること。（例：９ 

時～１１時３０分／１３時３０分～１６時） 

(5) 事業開始日と申請書提出期限日 

事業開始日 申請書提出期限日 

令和７年１０月以降 令和７年８月１日（金） 

令和８年 ４月１日 令和７年１２月上旬 

上記以降の事業開始日と提出期限日は随時公表します。 

 

３ 事業者資格 

下記の要件を全て満たす必要があります。 

(1) 福祉の実務に当たる幹部職員又は経営者が、社会福祉法、児童福祉法、国の通知通達、条

例等の関係法令等を熟知し、乳児等通園支援に熱意と理解を持ち、施設の運営を適切に行う

能力を有すること。 

(2) 納期の到来している国税、(都)道府県税、市(区)町村税、社会保険料、水道料金及び下水

道使用料を完納していること。 

(3) 次に掲げるいずれにも該当しないこと。 

ア 鹿児島市暴力団排除条例（平成２６年鹿児島市条例第４号）第２条第１号に規定する暴

力団及び同条第２号に規定する暴力団員 

イ 役員等が暴力団員であるなど、暴力団又は暴力団員が、その経営を実質的に支配してい

る法人等 

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している法人等 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、金銭、物品その他の財産上の利益を不当に提

供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の運営に協力し、又は関与して

いる法人等 

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人等 

カ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながら不当な行為をするためにこれら

を利用している法人等 

キ 前各号のいずれかに該当する法人等であることを知りながら当該法人等と取引をして
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いる法人等 

(4) 過去５年間に、運営する社会福祉事業等に関し、改善勧告、改善命令、事業停止命令若し

くは認可取消がなされた又は一般指導監査等における指摘事項に対応していない等、運営実

績において重大な問題がないこと。 

(5) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

(6) 児童福祉法第３４条の１５第３項第４号に該当しないこと。 

 

４ 事業実施条件 

下記の各条件を全て満たす必要があります。 

(1) 全者共通 

ア 事業を実施する建物及び土地に差押や仮差押がされていないこと。 

イ 事業を実施する建物は、鹿児島市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準条例

（令和７年６月２６日条例第７１号）、建築基準法（昭和２５年５月２４日法律第２０１

号）、消防法（昭和２３年７月２４日法律第１８６号）その他関係法令及び関係通知等に

適合したものであること。 

なお、既存建物を活用する場合は、以下(ｱ)から(ｳ)の要件を全て満たしていること。 

(ｱ) 一級建築士による意見書（様式第４号）により、建物が先述の法令等に適合している

こと（又は改修等により適合させられること）が証明されていること。 

(ｲ) 検査済証の交付を受けている建物であること。検査済証が交付されていない場合は、

一級建築士による調査等により建物の法適合が確認でき、交付を受けている場合と同等

の取り扱いができることが保障されていること。 

(ｳ) 昭和５６年新耐震基準に基づき設計されたものであること。ただし、昭和５６年５月

３１日以前に建築確認済証が交付され着工した建物のうち、耐震調査を実施し問題がな

いもの又は耐震補強済みのものは含む。 

ウ 事業を実施する建物及び土地が、砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区

域、土砂災害警戒区域及び津波浸水想定区域にある場合は、避難確保計画を策定する等、

適切な対応がとられていること。 

エ その他保育室等や乳児等通園支援従事者の配置について、次の各号に掲げる区分に応じ、

当該各号に定めるところを満たすものと認められること。 

 (ｱ) 保育所 

鹿児島市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年条例第５０号）

（保育所に係るものに限る。） 

(ｲ) 幼保連携型認定こども園以外の認定こども園 

鹿児島市認定こども園の認定の要件を定める条例（平成３１年条例第６号） 

(ｳ) 幼保連携型認定こども園 

鹿児島市幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年条
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例第３７号） 

(ｴ) 小規模保育事業を行う事業所 

鹿児島市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年条例第５

０号）（居宅訪問型保育事業に係るものを除く。） 

(2) 社会福祉法人及び学校法人以外の者 

ア 乳児等通園支援事業を経営する事業以外の事業を含む申請者の全体の財務内容について、

３会計年度以上連続して損失を計上していないこと。 

イ 乳児等通園支援事業の経営者（その者が法人である場合にあっては、経営担当役員（業

務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）とする。以下同じ。）

が、社会的信望を有すること。 

ウ 福祉の実務に当たる幹部職員が、社会福祉事業に関する知識又は経験を有すること。具

体的には、下記(ｱ)、(ｲ)いずれにも該当するか、又は(ｳ)に該当すること。 

(ｱ) 福祉の実務に当たる幹部職員が、保育所等、保育所以外の児童福祉施設、認定こども

園、幼稚園、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業において２年以

上勤務した経験を有する者であるか、若しくはこれと同等以上の能力を有すると認めら

れる者であること。 

この場合において、「これと同等以上の能力を有する者」とは、次の①から④いずれ

かに該当する者をいう。 

① 国又は地方公共団体の職員として児童福祉施設に関わる業務に２年以上従事した者 

② 児童福祉法第１２条に規定する児童相談所の職員として、児童相談所の業務に２年

以上従事した者 

③ 本市の補助対象となっている認可外保育施設または企業主導型保育施設において、

２年以上勤務している者であって、保育士資格を有する者又は施設長として２年以上

の実務経験がある者 

④ 次に掲げるいずれかの研修会を受講し、修了証の交付を受けた者 

・社会福祉法人日本保育協会が実施する初任保育所長研修会 

・社会福祉法人全国社会福祉協議会が実施する社会福祉施設長資格認定講習課程又は

社会福祉施設長研修会 

・こども家庭庁の主催により、公的機関等が実施する保育所長研修と認められる研修

会 

※ ③の要件に該当する者で、④の要件に該当しない者は、認可を受けてから１年以

内に④に定めるいずれかの研修会を受講すること。 

(ｲ) 運営委員会（乳児等通園支援事業の運営に関し、当該乳児等通園支援事業の設置者の 

相談に応じ、又は意見を述べる委員会をいう。）を設置し、その構成員に、社会福祉事

業について知識経験を有する者、乳児等通園支援事業の利用者（支援の利用者その他の 

これに準ずる者を含む。）及び福祉の実務に当たる幹部職員を含むこと。 
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(ｳ) 経営者に、乳児等通園支援事業の利用者（保育の利用者その他のこれに準ずる者を含 

む。）及び福祉の実務に当たる幹部職員を含むこと。 

  エ 事業の実施にあたっては、以下各号も適切に履行すること。 

(ｱ) 児童福祉法第３４条の１６第１項の基準を維持するために、本市から必要な報告を求

められた場合には、これに応じること。 

(ｲ) 収支計算書又は損益計算書において、乳児等通園支援事業を経営する事業に係る区分

を設けること。 

(ｳ) 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、イに定める区分ごとに、企業会計

の基準による貸借対照表（流動資産及び流動負債のみを記載）、借入金明細書、基本財

産及びその他の固定資産（有形固定資産）の明細書を作成すること。 

(ｴ) 毎会計年度終了後３か月以内に、次に掲げる書類に、乳児等通園支援事業を経営する

事業に係る現況報告書を添付して、市長に提出すること。 

① 前会計年度末における貸借対照表、前会計年度の収支計算書又は損益計算書など会

計に関し市が必要と認める書類 

② 企業会計の基準による会計処理を行っている者は、乳児等通園支援事業を経営する

事業に係る前会計年度末における企業会計の基準による貸借対照表（流動資産及び流

動負債のみを記載）、借入金明細書、基本財産及びその他の固定資産（有形固定資産）

の明細書 

 

５ 事業運営 

乳児等通園支援事業の運営に関することは、別に定める「鹿児島市乳児等通園支援事業（こ

ども誰でも通園制度）実施要綱」や「こども誰でも通園制度の実施に関する手引」（令和７年

３月こども家庭庁）等をご確認ください。なお、内容は今後変更される場合があります。 
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６ 認可申請の手続き等 

 補助金等に関する手続きは、別途ご案内します。 

(1) 必要書類（様式） 

市ホームページに掲載 

ホーム＞子育て・教育＞保育所・幼稚園・認定こども園など＞事業者の方へ＞保育所等

施設整備関係＞乳児等通園支援事業の運営事業者 

(2) 説明会の開催（参加任意／要事前申込） 

右下の二次元コード（https://forms.office.com/r/HtZj9spHvk）から、参加申込をお願い

します。各回定員に達した場合は、別の回への参加をお願いする場合があります。 

 第１回 第２回 第３回 

対 象 ７年度中に事業開始意向の事業者 事業開始を検討している事業者 

場 所 鹿児島市役所本庁舎西別館 

２階 ２０１会議室 

（鹿児島市山下町１１－１） 

鹿児島市教育総合センター 

２階 女性会館 

（鹿児島市山下町６-１） 

いずれの回もオンライン参加もできます。実地と同様に右下の二次元コード

から参加申込をしてください。 

開 催 日 令和７年６月３０日（月） 令和７年７月１０日（木） 

開 場 時 刻 １３時１０分 １５時００分 １３時３０分 

開 始 時 刻 １３時３０分 １５時３０分 １４時００分 

参 加 申 込

締 切 
６月２６日（木） ７月８日（火） 

※説明は１時間程度を予定しています。 

※公共交通機関での来庁にご協力をお願いします。 

※会場では当お知らせや申請に必要書類等は配布しません。 

必要に応じて、説明会に参加される方ご自身でご用意ください。 

(3) 質問の受付 

電子メールで随時受け付けます。様式は特にありません。 

(4) 認可申請書類の受付期間 

令和７年７月１０日（木）から令和７年８月１日（金）まで 

ア 持参 

受付時間：午前８時３０分から午後５時１５分まで 

イ 郵送 

 上記期間内必着。なお、投函後に確認の電話をお願いします。 

(5) 提出する書類 

「一般型乳児等通園支援事業の運営事業に関する申請書」等一式 

(6) 提出部数 
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申請１件につき、１部 

ア Ａ４縦のフラットファイル（左２穴）に綴じ、背表紙には施設名（仮称）を記載してく

ださい。 

イ 添付書類も含めすべて日本語及びメートル法を使用し、Ａ４縦サイズとしてください。

ただし、図面、工程表等は、Ａ３サイズにしてください。 

ウ 申請書及び添付書類は、各書類の前に白紙を挿入の上、白紙にインデックス（提出書類

一覧表の番号のみ記載）をつけてください。 

(7) 提出場所 

鹿児島市 こども未来局 保育幼稚園課 企画係（市役所本館１階） 

(8) その他 

ア 申請に必要な費用は、申請者の負担とします。また、提出された書類は返却しません。

なお、提出された書類は鹿児島市情報公開条例に基づく開示の対象となる場合があります。 

イ 必要に応じて追加資料を依頼することがあります。 

 

７ 認可 

提出していただいた申請書類により、事業者資格の有無や内容が基準に適合していることを

確認します。また、必要に応じて、施設の実地確認等を実施することがあります。 

その後、本市社会福祉審議会児童福祉専門分科会での意見聴取を経て認可します。 

 

８ 不認可事項（認可の取消しを含む） 

以下各号のいずれかに該当する場合は、不認可とします。また、認可後に該当することが判

明した場合は認可が取り消されることがあります。 

(1) 本要領に示した事業者資格や事業実施条件を満たしていないと認められた場合 

(2) 申請書類の内容を実行することが不可能となった場合、又は不可能と見込まれた場合 

(3) 申請書類の内容に、重大な不備や虚偽の記載があると認められた場合 

(4) 本市の承認なく、申請内容等の変更を行った場合 

(5) 審査に関し不当な要求等を申し入れた場合 

(6) 市民の疑惑や不信を招くような行為をしたと認められた場合 

(7) その他不正行為があった場合 

 

９ 取下げ 

申請を取り下げる場合は、事業者名、代表者名、辞退理由を明記した取下届（様式任意）を

提出してください。 

 

１０ その他留意事項 

(1) 事業の開始・運営にあたっては、本要領に記載のない事項についても、関係法令・通知・
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条例等をよく確認し、遵守してください。 

(2) 必要に応じて、関係機関（官公庁・金融機関等）へ問い合わせを行う場合があります。 

 

１１ 認可のスケジュール（令和７年１０月以降開始予定） 

日程 内容 

６月 
鹿児島市議会で「鹿児島市乳児等通園支援事業の設備及び運営

の基準に関する条例」を審議 

６月３０日 第１・２回説明会（７年度中に事業開始意向の事業者対象） 

７月１０日 
第３回説明会（事業開始を検討している事業者） 

申請書等受付開始（～８月１日（金）） 

８月４日（月）～ 
事業者ヒアリング（必要に応じて） 

現地確認・審査（追加書類の提出を求めることがあります） 

９月下旬 社会福祉審議会児童福祉専門分科会での意見聴取 

９月下旬～10月上旬 
認可・不認可通知（文書） 

利用者向け周知開始 

１０月１日 事業開始（利用者登録・利用申込開始） 

１０月中 各施設において利用予定者との事前面談 

１０月以降 利用者受入れ開始 

※補助金等に関するスケジュールは、別途ご案内します。 

 

１２ 問合わせ・提出場所 

鹿児島市 こども未来局 保育幼稚園課 

住所：〒892-8677 鹿児島市山下町１１番１号（本館１階） 

 

当資料全般、説明会、認可申請に関

すること 

企画係（施設担当） 

０９９－２１６－１４４５ 

hoi-kikaku@city.kagoshima.lg.jp 

補助金等財政支援に関すること 給付指導係（運営支援担当） 

０９９－８０８－２６６２ 

事業運営に関すること（補助金以

外） 

利用調整係 

０９９－２１６－１２５８ 
 

 


